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東商けいきょう（東京 23区内の中小企業の景況感に関する調査） 
２０１９年７～９月期集計結果 
－付帯調査：「賃金の動向について」－ 

 
東京商工会議所（三村明夫会頭）は、東商けいきょう（東京23区内の中小企業の景況感に関す

る調査）2019年７～９月期の集計結果をとりまとめましたので、お知らせします。 

【調査要領】 

○調査期間：2019年 8月 23日～8月 30日 

○調査対象：東京 23区内の中小企業 2,633社（回答数：822社(回答率 31.2%)） 

○調査項目：業況、売上、採算(経常利益）、資金繰り、民間金融機関の貸出姿勢 

○調査方法：WEB、FAX および経営指導員による聴き取り 

○従業員規模構成：5人以下・・・395社(48.1%)、 6～20人以下・・・184社(22.4%) 

                   21～100人以下・・・154社(18.7%)、101人以上・・・89社(10.8%) 
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東京の景況は停滞傾向。先行きは不透明感強く、慎重な見方が続く。 

○業況 DI（前年同期比・全業種）は前期（4～6 月期）と比べ、ほぼ横ばいの▲11.8 となった。製造業は前期

比▲7.6 ポイントの▲24.9 となった。米中貿易摩擦や中国経済減速により、設備投資が抑制され半導体や自動

車部品等の売上が減少した。卸売業は前期比▲7.3 ポイントの▲21.9 となった。長雨による夏物衣類等の売上

不振のほか、人手不足・長雨で工事が延期され、建築資材の受注が減少したとの声や、仕入先の生産ラインの人

手不足により商品の調達に苦慮したとの声が聞かれた。サービス業は前期比＋4.6 ポイントの▲2.3 となったものの、

「悪化」から「不変」への変化が主因。来期の見通しは 1.1ポイント改善の▲10.7を見込むものの、「悪化」から「不

変」への変化が主因であり、米中貿易摩擦の影響を懸念する声が多く聞かれた。 

【企業の声】 

・米中貿易摩擦の影響で主要取引先が設備投資を停止しており、受注が激減している。（製造業：工作機械部品） 

・長雨の影響で衣料品の売上が悪化。（卸売業：衣料品） 

・人手不足、長雨等の影響から工事遅れが発生しており、計画と比べて受注が落ち込んでいる。（卸売業：建築資材） 

付帯調査「賃金（正社員）の動向について」 

○2019年度の正社員にの賃金について、「業績の改善が見られないが賃上げを実施」と回答した割合が 34.0%と

最も高かった。賃上げをおこなう理由としては、「社員のモチベーション維持・向上」が 85.4%と、厳しい環境にあり

ながらも賃上げを通じてモチベーションを高め、業績や生産性向上につなげようとする経営者の姿勢が窺える。一方、

賃上げを見送る・未定とする理由としては、「今後の経営環境・経済状況が不透明のため」が 67.8%と 2018年

度と比較して20ポイント以上増加しており、経営環境・経済状況の不透明感が強まり、賃上げに二の足を踏む企

業が多い状況が窺える。 

【企業の声】 

・最低賃金の引上げに伴い、社員の給与体系を見直す。人件費負担が大きくなるが、社員のモチベーション向上に 

つながれば良いと思う。その分、社員に目標を課して生産性向上を図りたい。（小売業：生花） 

・業界内では相変わらず人材不足が続いているが、他社よりも高い給与水準を維持することで、社員の退職を防ぐ 

ように努めている。（サービス業：運輸） 

・中国経済の動向や、消費税引上げによる影響が不透明。（卸売業：日本酒） 

 
【本件に関する問い合わせ先】 東京商工会議所 中小企業部 山本・横山・新家 TEL：03-3283-7643 

 


